
（単位　円）

資産の部

本年度末 前年度末

23,436,827,598 20,408,676,679

21,284,371,277 17,774,983,594

1,105,853,478 1,105,853,478

11,716,169,215 10,162,982,963

8,462,348,584 6,506,147,153

1,260,624,899 1,731,634,135

891,831,422 902,058,950

3,708,227,587 3,541,482,924

3,535,105,288 3,248,253,297

173,122,299 293,229,627

27,145,055,185 23,950,159,603

負債の部

本年度末 前年度末

3,052,719,315 2,656,067,162

2,039,570,000 1,642,736,000

1,013,149,315 1,013,331,162

1,105,492,745 1,644,308,654

103,166,000 603,166,000

1,002,326,745 1,041,142,654

4,158,212,060 4,300,375,816

純資産の部

本年度末 前年度末

32,701,518,017 28,485,686,947

32,237,518,017 28,021,686,947

100,000,000 100,000,000

364,000,000 364,000,000

△ 9,714,674,892 △ 8,835,903,160

△ 9,714,674,892 △ 8,835,903,160

22,986,843,125 19,649,783,787

27,145,055,185 23,950,159,603

科　　目 増　　減

       その他の固定負債

       その他の流動負債

科　　目 増　　減

△ 181,847

△ 38,815,909

金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上している。

大学等の教職員に係る退職給与引当金については、退職金の支給に備えるため、期末要支給額1,086,806,550円の100％を基にして､私立大学
退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額､幼稚園の教職員に係る退職給与引当金については､期末
要支給額27,231,550円から京都府私学退職金財団からの交付金相当額を控除した金額の100％との合計額を計上している。保育園の職員に係
る退職給与引当金については､期末要支給額の100％を計上している。

1.重要な会計方針

(1)引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

       第３号基本金

       第４号基本金

   繰越収支差額

       翌年度繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

注記

固定負債

       長期借入金

流動負債

       短期借入金

負債の部合計

基本金

       第１号基本金

本学園の会計は学校法人会計基準(昭和46年4月1日文部省令第18号)に従い、収支計算書および貸借対照表を
作成しております。同会計基準による様式は、補助金交付の観点からの表示区分となっています。○○○○

科　　目 増　　減

貸　借　対　照　表
平成31年3月31日現在

固定資産

1,956,201,431

△ 120,107,328

   特定資産

   有形固定資産

       土地

       建物

   その他の固定資産

3,028,150,919

3,509,387,683

0

1,553,186,252

流動資産

       現金預金

166,744,663

396,834,000

△ 471,009,236

△ 10,227,528

286,851,991

0

0

△ 878,771,732

△ 878,771,732

3,337,059,338

3,194,895,582

資産の部合計

       その他の有形固定資産

       その他の流動資産

△ 142,163,756

4,215,831,070

4,215,831,070

△ 538,815,909

△ 500,000,000

3,194,895,582

396,652,153



なし

12,590,873,921 円

3,121,420 円

146,966,697土地            円

2,296,104,922建物          円

6.翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 1,642,736,000 円

預り金その他経過項目に係る収入と支出は相殺して表示している。

補助活動に係る収支は総額で表示している。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

7.当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項     なし

4.徴収不能引当金の合計額

5.担保に供されている資産の種類及び額

教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

2.重要な会計方針の変更等

3.減価償却額の累計額の合計額

(2)その他の重要な会計方針


